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第1章 序論

1.1 民営化とは何か

民営化により，市場は大きな変容を見せている。民営化とは中央政府や地方自治体

の所有する企業（公企業）を民間企業（私企業）へと移行させる構造規制であり，財の

生産に係る費用や企業の経営目的などが変化すると考えられる。よって，民営化に伴っ

て市場成果，すなわち消費者余剰や企業利潤，ないしその総和である経済厚生が変化

するのは当然の結果ともいえる。しかし，民営化が市場成果を改善させるかどうかの

判別は容易ではない。その理由の一つは，古典的な産業組織論の教えるように，市場

構造の変化は企業行動に影響を与えるからである。たとえば，民営化により，企業は数

量競争志向になるかもしれないし，価格競争志向になるかもしれない。加えて，現実

の企業行動は多様である。たとえば，クールノー競争やベルトラン競争といった，す

べての企業が同一の戦略変数を選択しているような経済以外にも，ある企業は生産量

を，またある企業は価格を戦略変数として選んでいるような経済も考えられる。また，

別の理由として，民営化の程度の多様性が挙げられる。すなわち，株式を全て政府が

所有しているような完全公営企業や，全て民間が所有している完全民営企業という企

業の他に，いわゆる半官半民のような「部分民営化」状態の企業も存在する。

このように，民営化によりどのような市場成果がもたらされるかを考える上では，さ

まざまな企業行動や民営化の程度などの経済環境を考慮する必要がある。さて，多く

の民営化に関する事例研究や実証研究では，民営化によって市場成果が改善されたと

結論付けているが，民営化により市場価格が高騰したという事例も存在する。すなわ

ち，民営化によって市場成果がどのように“変化した”のかを観察するだけでは民営化

推進の論拠として不十分であり，どのように“変化する”のかという，民営化という構

造変化のメカニズムを理解することが重要なのである。本論文は，企業行動の変化を

考慮した場合，民営化という市場構造の変化により，どのような市場成果がもたらさ
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れるのかを理論的に明らかにすることを目的としている。

次章以降で具体的な分析を開始するにあたり，まず民営化という概念の定義を明確に

しておかなければならない。民営化とは，植草 (2000)によれば次のように定義される。

「公企業の民営化というのは，当該公企業の設置法が廃止され，それに伴って公企業の

政府所有資本が民間に売却されて私企業に移行し，公企業法による規制も解除される

ことをいう。しかし，臨調・政府関係者が民営化というときには，次の 3つの形態を含

めて使われてきた。第 1は，公共法人が株式会社形態の公企業に組織変更されたもので

あり，第 2は，公共法人が民間所有の許可法人に組織変更されたもの，そして第 3は，

文字通りの民営化であって，公共法人ないし株式会社形態の公企業が私企業に組織変

更されたものである。」

ここで述べられているように，民営化とは公企業，すなわち政府所有企業の運営を，

民間私企業に委ねることである。これにより，公的運営の非効率性を改善し，経済全

体の活性化が期待されるのである。次に，混同を避けるため，民営化と類似した概念

である自由化の概念についても理解しておく必要がある。自由化を含めた民営化の説

明は塩見 (2011)で次のようになされている。

「民営化は，今日では広く使用されている用語であるが，その概念規定については，論

者によって異なり，必ずしも明確になっていない。一般には，経済に占める民間企業

のウェイトが高まる傾向を意味し，その手法には，(i) 国有化解除，すなわち私有化

(denationalization)，(ii) 自由化 (liberalization)ならびに，(iii) 民間委託 (contracting-

out)とフランチャイズ (franchise)が示される。（中略）(ii)の自由化は，新規参入を促

進させ，民間活力を導入することを意味するもので，広義の民営化にあたる。（中略）

(i)の適用だけでは，対象となる企業の法的独占が継続されるので，競争促進を図るた

めには，(ii)の自由化か，企業の分割など構造改革の組み合わせの措置がなされること

が多い。総じて，広義の民営化は，単なる公的セクターから民間セクターへの所有権

の移転だけではなく，市場機構の役割を増大させることにより，産業のパフォーマンス

を改善し，経済を活性化させることと捉えられる。」

塩見 (2011)は自由化を広義の民営化と述べているが，通常，それは企業の行動範囲

が広くなることを指す。すなわち，自由化とは二つのケースを意味していると考えら
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れる。一つ目は，公企業が民営化されるという意味であり，もう一つは，経済規制が

緩和・撤廃され，企業の行動範囲が広くなるという意味である。本論文では，規制緩

和により企業（とりわけ，私企業）の行動の自由度が広くなる状況を自由化と定義し，

公企業運営が私企業運営に変わる構造変化を民営化と定義する。これを図示すると以

下のように描けるだろう。

次に，民営化ないし自由化によりどのような社会的便益がもたらされるのかを整理

しておこう。植草 (2000)は，民営化により，主に (1)政治的介入の軽減と排除，(2)競

争の導入・促進，(3)国家財政や財務的な負担の軽減，(4)公企業経営による非効率性

の軽減，といった効果が期待されるとしている 1。自由化については，経済学の教える

通り，消費者余剰そして経済厚生の改善が考えられる。民営化を含めて，自由化によ

る経済厚生の改善が起こっているという事例は多くあり，たとえば米国の鉄道，電気

通信，航空，高速道路，銀行などにおける規制緩和の効果として，料金水準の大幅な

低下，新規サービスの提供および料金メニューの多様化，サービスの質の向上，企業

効率の大幅な改善，需要の拡大，投資の拡大などが挙げられ，日本の鉄道，電気通信，

航空，銀行などの産業における規制緩和などを例に挙げても，同様の効果が確認され

1Vickers and Yarrow (1988)は民営化先進国の英国の事例を豊富に紹介しているが，そこでの民営
化の目的として，(i) improving efficiency, (ii) reducing the public sector borrowing requirement, (iii)
reducing government involvement in enterprise decision making, (iv) easing problems of public sector
pay determination, (v) widening share ownership, (vi) encouraging employee share ownership, (vii)
gaining political advantage を挙げている。
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ている 2。このように，多くの事例が自由化・民営化の経済的恩恵を物語っている 3。

ただし，やはり経済学の教えるように，自然独占性の強い産業・分野やクリームスキ

ミングが起こりうる地域・分野に対する競争導入は望ましくなく，規制が必要である一

方で，その他の通常の分野であれば規制緩和（自由化・民営化）を行い，競争を導入す

ることで経済に恩恵をもたらすと考えられる 4。

Yes No

Yes

No

Is

Is competition desirable?

Usual case Cream-skimming, etc.

Entry deterrence
Severe

competition

feasible?

natural monopoly

（出所）Armstrong et al. (1995) Fig. 4.1抜粋

1.2 本論文の概要

本論文では，混合寡占市場理論と呼ばれる分析手法が用いられる。混合寡占市場と

は，利潤最大化を目的とする私企業と，消費者余剰と生産者余剰の和である経済厚生

の最大化を目的とする公企業の混在する市場であり，経営目的（利得関数）の異なる企

業の競争を分析できるという特徴がある 5。この分析手法により，部分民営化のような

2電気通信の事例については橘木 (1994)，航空の事例については Evans (2013)などが参考になる。
3電力やガスなどエネルギー自由化の事例では必ずしも成功的ではないとしている記述もあるが，こ

の背後にはたとえば燃料価格の高騰などがあり，自由化という潮流それ自体を否定するものではない。
4Nepal and Foster (2015)は自然独占性を有する電力送電網セクターへの民間企業参入事例を紹介

している。
5すなわち，混合寡占市場理論は公企業の理論的な存在意義を調べるためのツールであり，原典的

研究の De Fraja and Delbono (1989)をはじめとし，Matsumura and Kanda (2005)，Matsumura and
Shimizu (2010)，Matsumura (2012)，Matsumura and Okamura (2015)，Nishimori and Ogawa（2002）
など多くの研究がある。
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市場構造を描写することが可能になるため，1980年代以降，この手法を駆使した民営

化の研究が積極的に行われてきた。そして，Vickers and Yarrow (1991)が述べるよう

に，民営化の研究においては企業行動を見ながら市場成果を分析することが重要であ

るという認識から，近年では企業行動を反映した分析が広く行われている。先述のよ

うに，本論文もまた企業行動を考慮した分析を行うのであるが，本論文と既存研究の

異なる点は，既存研究の多くが，クールノー競争やベルトラン競争などを典型とする

「戦略変数の選択」という企業行動モデルを採用しているのに対し，本論文では，企業

行動は「関数の選択」であるというモデルを積極的に採用しているところにある。こ

のような企業行動の競争形態は供給関数競争と呼ばれるが，この手法により，クール

ノー競争とベルトラン競争を特殊ケースとする中間的な競争形態を分析することが可

能になる。すなわち，本論文では，従来の研究に比べ，企業行動（競争形態）をより

細かいスコープを通して観察している。そして，そのような手法を用いた分析により，

既存研究では見られなかった新たな市場成果の特性が明らかになる。次章以降の概要

は以下の通りである。

まず第 2章は複占市場を仮定し，完全公営化と完全民営化の中間的な状態である混

合複占市場が経済厚生の観点から望ましいのか否かを調べる。すなわち，(i) 二企業双

方が公企業である市場，(ii) 二企業双方が私企業である市場，(iii) 一方は私企業で他方

は公企業である市場に分類したとき，(iii)のような市場がこれらの中で最も高い経済厚

生をもたらすのか否かを分析する。分析にあたっては，二財供給公企業のモデルを扱っ

た先行研究を応用し，混合複占市場が最も望ましくなるのはどのような場合であるの

かを，製品差別化の程度と公企業と私企業の限界費用の差により説明する。

本章では両企業がともに数量契約を結ぶ場合や価格契約を結ぶ場合に加え，一方は

数量契約を，他方は価格契約を結ぶような場合の結果も調べるが，分析の結果，どの

場合においても，限界費用の差が小さいときは (i)が最も経済厚生が高く，その差が大

きいときは (ii)が最も経済厚生が高くなることが分かった。すなわち，(iii)が最も高い

経済厚生をもたらすような状況はほとんどないのである。しかし，各企業が自由に契

約形態を選んだ結果，Singh and Vives (1984)で分析されているような内生的契約形態

が実現するのであれば，(iii)が最も高い経済厚生をもたらすための条件は他の場合と比

べ緩和されることが分かった。しかし，そのような条件（領域）は内点解保証領域の中

ではやはり限定的（局所的）である。本章の分析を通じて，すべての企業が公企業で
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ある市場と，すべての企業が私企業である市場の中間的な市場形態である「混合市場」

は，経済厚生の観点からは望ましくない可能性が高いことが示唆された。ここに，公

企業を民営化するという構造規制を行うことの理論的正当性が与えられるのである。

第 3章では，財を同質財に限定し，混合複占市場における公企業が民営化される過

程における市場成果の変化の様子を，先述の供給関数競争アプローチを用いて分析す

る。本章では，混合複占市場における市場成果にどのような影響が生じているのかを 1

つのパラメータの変化として分析すべく，Menezes and Quiggin (2012)やDelbono and

Lambertini (2015)で開拓された線形供給関数アプローチを採用している。主要な結果

として，公企業が完全に公営化されているときと完全に民営化されているときの中間

（半官半民の状態）に，「数量競争よりも価格競争の方が高いパフォーマンスをもたらす」

状態から「価格競争よりも数量競争の方が高いパフォーマンスをもたらす」状態に変

化する瞬間があることが確認される。このような非単調性が生じるのは，企業が線形

供給関数競争を行うとき，競争激化に応じて価格が低下する通常の効果に加えて，線

形供給関数の切片の変化に伴う“歪曲効果”が存在するためである。この効果は企業同

士の競争が熾烈であるほど大きくなると考えられる。この効果と混合複占市場におけ

る民営化との関係を考えてみると，私企業の競争相手（公企業）が民営化を進める場

合は，市場は通常の複占競争に近づくため，両企業とも高価格を設定し競争は緩やか

になる一方，公営化が進められる場合は公企業は消費者余剰を高めるべく低価格を設

定し競争が熾烈になると考えられるため，公営化の程度が大きいとき，歪曲効果が大

きくなると考えられる。本章の分析において，実際にそのようなとき，均衡の逆転現

象の発生，すなわち非単調性が現れることが示される。本章では，費用関数が線形の

場合は均衡価格にのみ非単調性が現れ，二次形式の場合は均衡価格に加え私企業の均

衡利潤に対しても非単調性が現れることが示される。

第 4章は第 3章の混合複占市場分析を拡張し，部分民営化を考慮した混合寡占市場を

考える。部分民営化を考慮した混合寡占市場において，完全民営化を λ = 0，完全公営

化を λ = 1と表現すると，従来の研究では，私企業の数が増えるという意味での競争

の激化は社会的最適民営化パラメータ λ̄を 0に近づけることが示されているが，企業

数の増加は市場構造を大きく変えてしまうため，競争激化の分析が正しく行えないと

の指摘がなされてきた。一方，近年の研究では，競争激化を「価格競争への変化」と定

義し，戦略変数のパラメータ化の一つである相対利潤アプローチを用いて分析した場
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合，λ̄は 1に近づくことが示されている。本章では，戦略変数をパラメータ化できる有

力なツールであるが，あまり応用されていない線形供給関数アプローチを用いて，そ

れらの先行研究を再現しながら，そこでの分析結果の頑健性を確認する。また，従来

の競争激化の定義，すなわち企業数の増加の影響も考察する。分析の結果，線形供給

関数アプローチによっても，λ̄は確かに 1に近づくことが示され，彼らの分析に頑健性

を与えた。他方，従来の検証方法では，企業の数が増えると λ̄は先行研究と同じく 0に

近づくことが分かった。民営化は世界的な潮流であるが，近年の研究および本章にお

ける研究を通じて，その遂行には慎重を要する必要性があることが強調される。

第 5章は結論に充てられ，本論文の分析内容とその結果をレビューするとともに，今

後の課題を提示する。

本論文は「民営化と市場成果」を大きなテーマとし，現在，多くの地域や産業で推

し進められている民営化改革が，消費者価格や経済厚生などの市場成果にどのような

影響を与えるのかを，比較的新しい手法を用いて分析している。本論文の分析により，

民営化という市場構造変化の新たな側面が明らかにされる。
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第2章 混合複占市場の経済厚生

2.1 はじめに

公企業の民営化をモデル分析している多くの文献では，混合寡占理論 (Mixed oligopoly

theory)が用いられるが，分析を始める上で，大きな二つの疑義が槍玉に挙げられる 1。

一つ目は，混合寡占理論における強い仮定，すなわち，「公企業は経済厚生を最大化す

る」という仮定の正当性についてである。そして二つ目は，混合寡占市場の形成は社

会的に望ましいものなのか，という点である。まず，一つ目の疑問についてであるが，

混合寡占理論の萌芽的研究であるMerrill and Schneider (1966)およびそれに従う多く

の研究は，公企業の目的関数をそのように「仮定」していることに注意を払わねばな

らない。従って，公企業の目的関数は私企業と同じく利潤であると仮定することも可

能である。しかし，大島 (1984; p.24-26) の見解は次のようなものである 2。

「抽象的公共目的説（公企業の目的を公共の福祉に求める通説的見解）や営利目的

説（公企業の目的を利潤に求める見解）や事業目的説（事業を行うこと自体が公企業

の目的であるとするの主張）は，公企業は公共主義をうたいながら実質的には私的資

本とくに大資本の利益を守ることによって資本主義体制を維持させてきたという体制

維持説によってこれまで否定されてきたが，体制維持目的を採用するならば，公企業

の生産は抑制され却って資本主義発展を阻止してしまうという矛盾をはらむことから，

公企業の経営生産力ひいては資本主義経済のいっそうの発展のためには，公企業の目

的が新しく国民中心に考えられなければならなくなってきたのである。」

1公企業と私企業が競争する市場は多くの国や地域で見られる。たとえば，日本における公企業と私
企業の競争の例として，金融市場における郵便貯金と民間市中銀行の競争，保険市場における簡易保険
と民間保険会社の競争，宅配市場における郵便小包と民間宅配会社の競争，教育産業における国公立大
学と私立大学の学生獲得競争，医療産業における国公立病院と私立病院，情報通信産業における NTT
と新規通信事業各社，放送産業における NHKと民放各社の視聴者獲得競争，そして運輸産業における
JRと私鉄各社の競争などが挙げられる（山崎 2007; p.2）。

2筆者要約。
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ゆえに，公企業の目的関数の強い仮定の背後には，上記のような根拠が存在する 3。

本章およびこれ以降の各章は，上述のような見解を支持し，第一の渦中の仮定を正当性

のあるものとして採用する。本章の目的は，二つ目の疑問への返答，すなわち，混合市

場の形成の経済的な意味を考察することにある。この目的を達成するため，本章では

（公企業の目的関数を経済厚生であると仮定した上で）主にBárcena-Ruiz and Garzón

(2017)の複数財供給企業に倣ったモデルを構築する。

混合寡占市場の初期の研究（e.g., Bös 1986, 1991; De Fraja and Delbono 1989）お

よびそれらに従う応用研究（e.g., Bárcena-Ruiz and Garzón 2005; Bárcena-Ruiz 2012;

Colombo 2016; Dong and Bárcena-Ruiz 2017; Matsumura 1998; Matsumura and Oka-

mura 2015; Matsumura and Shimizu 2010）では，公企業は一財のみを供給する主体

であると仮定されていたが，欧州やアジアなどの多くの公企業は複数財を生産してい

る 4。Bárcena-Ruiz and Garzón (2017)はそのような事実を汲み取り，公企業は差別化

された財Aと財Bという二財を生産すると仮定し，主に，公企業による両財の生産を

維持するケース，財Aか財Bのいずれか一方を公企業が生産し，もう一方の生産を私

企業に生産させるケース，そして両財を民営化するケースの経済厚生を比較している。

そして，どのタイプの民営化が社会的に望ましいのかを，(i) 両財の差別化の程度，(ii)

公企業と私企業の限界費用の差，の 2つを軸にして検討している。彼らの分析の主な

結果は，財の差別化の程度に関わらず，限界費用格差が大きいときは両財を民営化し

た方が望ましく，小さいときは両財の公営維持が望ましいというものである。彼らの

分析は，二財供給モデルを用いてさまざまな民営化形態の経済厚生上の評価を下して

いるが，2つの事柄に関心が向けられる。

一つは，企業はクールノー競争を行うというモデル上の仮定である。これは換言すれ

ば，全ての企業が数量契約を結んでいるという経済である。そこには政府による契約形

態の指定が行われているためなのか，または市場のモードとしてそのような契約形態

が一時的に起こっているためなのか，その仮定を採用する根拠は明示されていないが，

これは強い仮定であることに注意を払うべきである。もう一つは，混合寡占状態の経

済厚生上の評価の低さである。彼らの分析結果では，「全企業を民営化すべき」「全企業

3政府所有でない通常の私企業であっても，企業の社会的責任（CSR）を強く意識するような企業
（socially concerned firm）の存在する競争環境を想定し，混合寡占市場モデルを利用している研究もあ
る（e.g., Kopel 2015）。

4Kumer (1992)参照。
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を公営維持すべき」なる領域が大半を支配し，「ある企業は民営化し，ある企業は公営

維持すべき」という混合寡占状態（Bárcena-Ruiz and Garzón 2017; Fig.1の Zone V）

が評価される領域は極めて狭窄である。すなわち，彼らの結果は，混合寡占市場自体

は民営化の状態としては社会的に評価されにくい市場であることを示唆している。混

合寡占市場をモデル化した先行研究は膨大であるが，そのような「混合寡占状態」自

体が望ましいものなのかを検証した研究は，現在のところ，その重要性にも関わらず

ほとんど行われていないように見受けられる。本章において，市場構造をクールノー

競争以外の市場も考慮し，混合状態が社会的に評価される領域が広がるのか否かを検

討することで，先行研究が見落としていた分析を補填することとしたい。本章は複占

市場での分析を行うが，市場構造の仮定を次のように見直す。すなわち，企業には「数

量契約」「価格契約」の二つの選択肢があり，各企業は自由に契約を選び，内生的に契

約形態の組み合わせが実現される場合を分析する 5。

Bárcena-Ruiz and Garzón (2017)の目的はどのような民営化形態が社会的に最適な

のかを観察することであったのに対し，本章の分析の目的は，混合市場と呼ばれる形

態の存在が民営化の状態として社会的に望ましくなる場合があるのかを観察すること

である。すなわち，本章は二財を生産する独占的公企業の存在からスタートし，政府

によって民営化形態が決められた後，各企業が契約方法を選ぶという二段階ゲームを

分析する。その下で，混合複占市場状態が最適民営化状態として選ばれる領域が契約

形態の組み合わせによってどのように変化するのかを観察する。

分析の結果を述べておくと，どの契約形態の組み合わせにおいても，純粋な公企業

独占や完全な民営化が最も望ましい場合が大半を支配し，かつ，それらの領域内での

位置関係は契約形態の組み合わせに関わらず同じであることが分かった。そして，多

くの契約形態の下で，Bárcena-Ruiz and Garzón (2017)の結果と同じく，混合市場の形

成が最も望ましくなる領域は極めて狭窄であることが確認された。しかし，契約形態

が内生化される場合に限っては，他のケースと比べてその領域は（依然として狭窄で

はあるが）拡張することが分かった。そして，二財が補完的である場合は，混合複占状

態はどの契約形態においても望ましくはならないことが確認された。これらの観察か

ら，民営化の分析ツールとして多様される混合寡占市場モデルは，民営化の状態とし

ては経済厚生の観点からはあまり望ましいとはいえず，政府が民営化形態として混合

5内生的契約の初期の研究は Singh and Vives (1984)であり，彼らは私企業同士の契約を分析してい
る。彼らに倣い，Matsumura and Ogawa (2012)は公企業と私企業の内生的契約を分析している。
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寡占状態を選んでいる場合，それは「狭い領域」であることが示唆されるのである。

本章は以下のように構成される。次節では製品差別化パラメータを含めた二財モデ

ルにおける需要関数を導出し，第 2.3節で民営化の各形態における均衡値を導出する。

第 2.4節で，それらを用いて各契約形態における最大経済厚生を達成する民営化パター

ンを比較する。第 2.5節は費用関数を線形から二次関数形に拡張する。第 2.6節は結語

に充てられる。

2.2 モデル

2.2.1 準備

当初，経済には二財A,Bの生産プラントを所有する独占公企業が存在する。この公

企業を民営化するモデルは，独占維持を含め，以下の 6形態が考えられる。

1. Nモデル：当初の公企業による操業を継続させる。

2. NNモデル：公企業を分割複占化し公企業同士の競争をさせる。

3. NPモデル：公企業を分割複占化し，企業Bのみを民営化する。

4. PNモデル：公企業を分割複占化し，企業Aのみを民営化する。

5. PPモデル：公企業を分割複占化し，両企業を民営化する。

6. Pモデル：当初の公企業を民営化する。

基本的な仮定として，De Fraja and Delbono (1989)に始まる伝統的な混合寡占理論

に従い，私企業は利潤を最大化する一方，公企業は消費者余剰と生産者余剰の和であ

る経済厚生を最大化するものとする。よって，NモデルとNNモデルの目的関数最大化

の一階条件は等しくなるので，これらは同値となる。また，Bárcena-Ruiz and Garzón

(2017)に倣い，公企業（企業N）は私企業（企業P）よりも非効率的であるとする。公

企業が生産する財の限界費用は一定で c > 0とし，私企業が生産する財のそれは一般性

を失うことなく 0であるとする。よってNPモデルとPNモデルは対称的である。本章

では，混合複占市場はNPモデルに統一する。従って，本章の考察対象となる民営化モ

デルは
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1. Nモデル

2. NPモデル

3. PPモデル

4. Pモデル

の 4形態である（図 2.1）。

図 2.1: 民営化形態

公企業独占    

A

私企業複占     私企業独占    

混合複占     

BA B

A B A B

財A, Bの需要量を (qa, qb)，価格を (pa, pb)，所得を Iとすれば，消費者の効用最大化

問題は以下で与えられる 6。

max (qa + qb)−
1

2
(q2a + 2dqaqb + q2b ) + y,

s.t. paqa + pbqb + y ≤ I.

6yは Hicksian composite commodityと呼ばれ，財 Aと財 B以外の消費への支出額を表す。
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ただし d ∈ (−1, 1)は製品差別化の程度であり，この値が大きいほど財は代替的であ

り，小さいほど補完的である。戦略変数の組み合わせに従って，以下の 4組の需要関数

が導出される。

pa(qa, qb) = 1− qa − dqb and pb(qa, qb) = 1− dqa − qb, (2.1)

qa(pa, pb) =
1− pa − d(1− pb)

1− d2
and qb(pa, pb) =

1− d(1− pa)− pb
1− d2

, (2.2)

pa(qa, pb) = 1− (1− d2)qa − d(1− pb) and qb(qa, pb) = 1− dqa − pb, (2.3)

qa(pa, qb) = 1− pa − dqb and pb(pa, qb) = 1− d(1− pa)− (1− d2)qb. (2.4)

(qa, qb)を用いた消費者余剰は

CS =
1

2
(q2a + 2dqaqb + q2b ) (2.5)

と導出され，経済厚生W は CS と各企業の利潤の総和との和で定義される。よって，

各民営化形態（上付き添字）における企業の利得関数は以下のようになる 7。

vN = CS + (pa − c)qa + (pb − c)qb,

vNP
A = CS + (pa − c)qa + pbqb, vNP

B = pbqb,

vPP
A = paqa, vPP

B = pbqb,

vP = paqa + pbqb.

2.2.2 ゲーム

ゲームは次のようになる。まず，政府は 4つの民営化形態のいずれかを決定する。次

に，各企業は数量契約か価格契約のいずれかを選ぶ。最後に，企業が選んだ戦略変数

に基づいて，各企業が競争する。完備情報を仮定し，逆向き帰納法により SPNEを求

める。

7本章では公企業の目的関数を経済厚生と定義しているが，公企業の目的は経済厚生ではなく消費者
余剰の改善であるとみなすのであれば，vA = πA + θCS や，vA = πA + θ(πB +CS)など多様な定義が
可能である（Matsumura 1998, Scrimitore 2014）。ただし，これらの定義を採用しても得られる主要結
果は本章と変わらない。
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2.3 第二段階

本章では，（Nモデルと Pモデルを含めて）企業 Aと Bが数量契約を選択する場合

を qq，Aが数量契約を選択しBが価格契約を選択する場合を qp，Aが価格契約を選択

し Bが数量契約を選択する場合を pq，両企業が価格契約を選択する場合を ppと表記

する。内点解を保証するため，qqゲームでは 0 < c < min
{
1, 1− d

2

}
，qpゲームでは

max
{
0, d(d−1)

2−d2

}
< c < min {1, 1− d}，pqゲームでは 0 < c < min

{
1, 2−d−d2

2−d2

}
，ppゲー

ムではmax
{
0, d(d−1)

2

}
< c < min {1, 1− d}を仮定した上で，本節では各民営化形態を

所与とした下での均衡契約形態を求める。

まず，各企業の戦略変数に応じて導出される目的関数について確認しておこう。NP

モデルを例にとると，公企業A，私企業Bの利潤関数はそれぞれ

πA = (pa − c)qa (2.6)

πB = pbqb (2.7)

と書ける。(2.6)に (2.1)第 1式を代入すると，(2.6)は (qa, qb)の関数 πA(qa, qb)として

表現される。また，(2.3)第 1式を代入すると πA(qa, pb)が，(2.4)第 1式を代入すると

πA(pa, qb)が，(2.2)第 1式を代入するとπA(pa, pb)がそれぞれ導出される。続いて，(2.7)

に (2.1)第 2式を代入すると πB(qa, qb)が導出され，(2.3)第 2式を代入すると πB(qa, pb)

が，(2.4)第 2式を代入すると πB(pa, qb)が，(2.2)第 2式を代入すると πB(pa, pb)がそ

れぞれ導出される。CS についても同様のことができる。(2.5)すなわち CS(qa, qb)に

(2.3)第 2式を代入するとCS(qa, pb)が，(2.4)第 1式を代入するとCS(pa, qb)が，そし

て (2.2)の両式を代入するとCS(pa, pb)が，それぞれ導出される。

このようにして，4種類ある戦略変数の組み合わせに応じた利得関数が形成される。

では，各民営化形態の下での均衡値を導出しよう。

2.3.1 Nモデル

公企業の利得最大化の一階条件より，各契約形態の下での均衡数量，均衡価格が求

められる。均衡における経済厚生は次のようになる（下付き添字の括弧内は契約形態
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の組み合わせを指している）。

WN
(ij) =

(1− c)2

1 + d
, ∀ij = qq, qp, pq, pp. (2.8)

独占市場のため，当然，経済厚生は契約形態に関わらず等しくなる。

2.3.2 NPモデル

各企業の利得関数最大化の一階条件より，各契約形態における反応関数は以下のよ

うになる。

RFNP
A(qq) = 1 + c− dqb, RFNP

B(qq) =
1− dqa

2
,

RFNP
A(qp) =

1− c− d

(1 + d)(1− d)
, RFNP

B(qp) =
1− dqa

2
,

RFNP
A(pq) = c, RFNP

B(pq) =
1− d+ dpa

2(1 + d)(1− d)
,

RFNP
A(pp) = c+ dpb, RFNP

B(pp) =
1− d+ dpa

2
.

(2.9)

各契約形態の下での反応関数を連立させることにより均衡数量，均衡価格が求めら

れ，均衡における経済厚生が以下のように導出される。

WNP
(qq) =

4c2 − 8c+ 7− 6(1− c)d− (c2 − 2c+ 2)d2 + 2(1− c)d3

2(2− d2)2
,

WNP
(qp) =

4c2 − 8c+ 7− 6(1− c)d− (5c2 − 10c+ 9)d2 + 8(1− c)d3

8(1 + d)2(1− d)2
,

WNP
(pq) =

4c2 − 8c+ 7− 6(1− c)d+ (1− c)2d2

8(1 + d)(1− d)
,

WNP
(pp) =

 4c2 − 8c+ 7− 6(1− c)d− (5c2 − 10c+ 8)d2

+ 6(1− c)d3 + (2c2 − 4c+ 3)d4 − 2(1− c)d5


2(1 + d)(1− d)(2− d2)2

.

(2.10)
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2.3.3 PPモデル

各企業の利得関数最大化の一階条件より，各契約形態における反応関数は以下のよ

うになる。

RF PP
A(qq) =

1− dqb
2

, RF PP
B(qq) =

1− dqa
2

,

RF PP
A(qp) =

1− d+ dpb
2(1 + d)(1− d)

, RF PP
B(qp) =

1− dqa
2

,

RF PP
A(pq) =

1− dqb
2

, RF PP
B(pq) =

1− d+ dpa
2(1 + d)(1− d)

,

RF PP
A(pp) =

1− d+ dpb
2

, RF PP
B(pp) =

1− d+ dpa
2

.

(2.11)

各契約形態の下での反応関数を連立させることにより均衡数量，均衡価格が求めら

れ，均衡における経済厚生が以下のように導出される。

W PP
(qq) =

3 + d

(2 + d)2
,

W PP
(qp) = W PP

(pq) =
6− 4d− d2

2(4− 3d2)
,

W PP
(pp) =

3− 2d

(1 + d)(2− d)2
.

(2.12)

2.3.4 Pモデル

私企業の利得最大化の一階条件より，各契約形態の下での均衡数量，均衡価格が求

められる。均衡における経済厚生は次のようになる。

W P
(ij) =

3

4(1 + d)
, ∀ij = qq, qp, pq, pp. (2.13)

Nモデルと同じく，独占市場なので，同じ財の数量，価格は戦略変数の組み合わせに

依存せず等しくなり，経済厚生は全てのケースで等しくなる。
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2.3.5 内生的契約形態について

ここでは，契約形態の特殊ケースとして，Singh and Vives (1984)に倣った内生的契

約形態を導出しておく。NモデルとPモデルは全ての契約形態が同値なので，NPモデ

ル，PPモデルの 2つを考えよう。利得表は次のように書ける（各マスの左側が企業A

の利得，右側が企業Bの利得）。

まず NPモデルについて考えよう。比較すべき利得の大小関係について，WNP
(pq) ≥

WNP
(qq)，WNP

(pp) ≥ WNP
(qp)，πNP

B(qp) ≥ πNP
B(qq)，および πNP

B(pp) ≥ πNP
B(pq)となるので（等号成立は

d = 0のとき），自由契約の下での内生的契約形態は dに関わらず ppとなる。これは

Matsumura and Ogawa (2012)と同様の結果である。次に PPモデルを考えよう。NP

モデルと同じ要領で考えると，内生的契約形態は d < 0のとき ppとなり，d > 0のと

き qqとなる。これは Singh and Vives (1984)と同様の結果である。

結果を要約すると，d ∈ (0, 1)において PPモデルが選ばれる場合のみ，内生的契約

形態は数量・数量契約すなわちクールノー競争となり，その他の場合は価格・価格契約

すなわちベルトラン競争が内生的契約形態になるということである。

2.4 第一段階

2.4.1 各契約形態における最適民営化状態

本節では，Nモデルから Pモデルまでの民営化形態のうち，どの形態が最も高い経

済厚生をもたらすのかを，全ての契約形態の下で順に確認する。一例を挙げると次の

ようになる。d = −0.5, c = 0.5という市場構造の下で分割された両企業が数量契約を

選んでいる場合（クールノー競争），各形態の経済厚生の大小関係は

W P > W PP
(qq) > WNP

(qq) > WN
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のように定まるので，この場合は Pモデルが最も高い経済厚生をもたらす。よって数

量・数量契約におけるこの領域には Pと記述する。全ての内点解保証領域でこのよう

な作業を行うと，図 2.2のような平面図が描かれる。

図 2.2: 数量・数量契約の下での最適民営化状態

0−1 1
0

1

c

d

0.134

0.5
P

N N

PP

NP

(ruled out)

以下同様に，分割された企業が価格・価格契約（pp），数量・価格契約（qp），価格・

数量契約（pq）を結んでいる場合の結果はそれぞれ図 2.3，図 2.4，図 2.5のようになる。
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図 2.3: 価格・価格契約の下での最適民営化状態

P

PP

N N
0−1 1

0

1

c

d

0.134

(ruled out)

(ruled out)

図 2.4: 数量・価格契約の下での最適民営化状態

0−1 1
0

1

c

d

0.134

P

N N

PP

(ruled out)

(ruled out)
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図 2.5: 価格・数量契約の下での最適民営化状態

0−1 1
0

1

c

d

0.134

P

N N

PP

NP

0.624

(ruled out)

2.4.2 考察

各図で内点解保証領域が異なるため平面図の形状は異なるが，どの領域をどの民営

化形態が支配するかは，4つの図で共通している。すなわち，下方にNモデルが社会的

最適になる領域が存在し，上方の領域では d < 0のとき Pモデルが最適となり，d > 0

では PPモデルが大域的に最適となっている。これらの結果の直感的説明は基本的に，

Bárcena-Ruiz and Garzón (2017)が挙げている目的関数効果 (objective function effect)

と効率性効果 (efficiency effect)の 2つによって説明される。目的関数効果とは，公営主

体が経済厚生を目的関数としていることから生じる，公営維持を優勢にする経済厚生

改善効果である。他方，効率性効果とは，民営主体の方が限界費用が小さいと仮定さ

れていることから生じる，民営化を優勢にする経済厚生改善効果である。よって，こ

れらの効果はトレードオフの関係にある。

まず，cが小さいとき，当初の独占的公企業の目的関数効果が効率性効果を上回る。

従って，下方には両プラントを公営維持させるNモデルが望ましいとする領域が集中

する。しかし，cが大きくなると，効率性効果が大きく作用する。財が代替的である場

合，独占公企業を分割し，両企業とも民営化させるのが望ましくなる。他方，財が補

完的である場合は水平合併の優位性が現れるため，当初の独占企業を分割せずに民営

化するのが望ましくなる。
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注目すべきは，NPモデルである。NPが現れているのは数量・数量契約（図 2.2）お

よび価格・数量契約（図 2.5）の，dが 1に近く，cが小さい場合においてであるが，そ

の部分は極めて狭窄である 8。これはBárcena-Ruiz and Garzón (2017)の分析において

も同様の結果であった。さらに，価格・価格契約（図 2.3）と数量・価格契約（図 2.4）

においては，NPが評価される領域は現れない。すなわち，効率性効果と目的関数効果

の両方を兼ね備える NPモデルは，その片方のみを備える PPモデルや Nモデルに比

べ，高い経済厚生評価は与えられにくいのである。

それでは，分割された両企業が競争した結果，内生的契約が実現する場合はどうで

あろうか。分析結果は図 2.6のようになる。契約形態内生化の下では，他の民営化モデ

ルに比べて，NPの領域が広がることが目視できる。これは，第二段階で分析したよう

に，NPモデルではベルトラン競争（pp契約）が行われる一方，PPモデルではクール

ノー競争（qq契約）が行われるため，PPモデルが経済厚生に寄与しにくくなるからで

ある。実際に，PPモデル下での pp契約と qq契約の経済厚生を比較すると，

W PP
(pp) −W PP

(qq) =
d2(4− 2d− d2)

(1 + d)(2 + d)2(2− d)2
≥ 0, ∀d

となり，確かにクールノー競争はベルトラン競争よりも評価されにくいことが分かる。

しかし，依然としてNPが評価される領域は Pや PPなどに比べて狭窄である 9。

図 2.6: 契約形態内生化の下での最適民営化状態

P

PPqq

N N NPpp

0−1 1
0

1

c

d

0.134

(ruled out)

(ruled out)

0.237

8たとえば，図 2.2では NPの部分は内点解保証領域全体のおよそ 0.01%である。
9図 2.6では，NPの部分は内点解保証領域全体のおよそ 3%を占める。
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2.5 二次費用関数モデル

2.5.1 費用関数

前節までは費用関数を線形（限界費用を一定）と仮定して分析を行ってきたが，こ

こでは費用関数を非線形とした場合を分析する。費用関数は二次形式とし，

Ca(qa) = kq2a (2.14)

Cb(qb) = q2b (2.15)

とおく。パラメータ kの範囲は k ∈ (0,∞)であり，生産量が同じであれば k < 1のと

きは公企業の方が生産効率的，k = 1のときは両企業で生産効率性は同じ，k > 1のと

きは私企業の方が生産効率的であると判断できる。

2.5.2 結果

限界費用一定モデルでの二段階ゲームと同様に SPNEを求めると，以下の図 2.7から

図 2.11の結果を得る。内生的契約については，限界費用一定の場合と同じく，d ∈ (0, 1)

においてPPモデルが選ばれる場合のみ数量・数量契約が内生的契約形態となり，その

他の場合は価格・価格契約が内生的契約形態となる。

図 2.7: 数量・数量契約（二次費用関数）
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図 2.8: 価格・価格契約（二次費用関数）
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図 2.9: 数量・価格契約（二次費用関数）
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図 2.10: 価格・数量契約（二次費用関数）
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図 2.11: 内生的契約（二次費用関数）
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2.5.3 考察

限界費用増加モデルで分析した場合，数量・数量契約（図 2.7）の下ではNPモデル

が支配する領域は現れない。しかし，各領域を支配する民営化モデルは限界費用一定

の場合と基本的に同じであることが分かる。ここでもNPの領域が最大になるのは内生

的契約モデルにおいてであるが，k ∈ (0,∞)であることを想起すればその領域はやは

り狭窄であるといえる。kが 1より小さいことは公営の方が費用効率的であることを意

味するため，k < 1では常にNモデルが評価されることは自然な結果である。

2.6 むすび

欧州のエネルギー産業や日本の鉄道産業など多くの地域・産業で民営化が進められ

てきたが，その大義名分は，公企業が私企業に比して非効率的であることが指摘され

てきたからである。本章のモデルでも示されたように，公企業の目的関数を社会厚生

とするような強い仮定をおいても，限界費用格差が比較的大きい場合は，民営化を行

うことによる効率性効果が強く作用し，二財が代替的である場合は私企業同士の競争

が，二財が補完的であるような場合は，私企業独占が社会的に高く評価される。しか

し，限界費用格差があまり大きくない場合は，公的独占市場が評価されることが，至

る契約形態の下で示された。これは，発展途上地域など私企業が公企業と比べてあま

り費用効率的ではないと考えられるような経済では，財生産を民間に委ねることが必

ずしも社会的な効率性をもたらすとは限らないことを示唆している。

本章の分析では，二財生産のうち，一方を私企業に，他方を公企業に生産させるよ

うな混合複占市場は，契約形態内生化のケースでは多少の評価を受けるものの，ほと

んどのケースで評価されないという結果を得た。ゆえに，混合寡占市場という民営化

状態は「狭い舞台」でのみ評価されるものであるという認識を持つべきことが示唆さ

れる。政策当局は対象産業の市場構造は勿論であるが，本章で示されたような民営化

の理論的特性を十分に把握しておく必要があり，適切に民営化形態を選択することが

求められる。

本章を閉じるにあたり，今後の課題を述べておきたい。まず，本章の比較分析では

「最大経済厚生をもたらすモデルケース」のみを取り上げたが，当然，二番目に高い経

済厚生，三番目に高い経済厚生，のような序列もあるわけで，それらを比較分析するこ
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とも重要である（それらは，cないし kと dの組み合わせ，すなわち市場構造の変化に

応じて多様なパターンが生まれる）。また，公企業という経済主体をKopel (2015)のよ

うにCSRを意識した私企業に置き換えれば，消費者余剰を改善させるという公的側面

を持ちながら，しかし純粋な経済厚生を追求するわけではない企業を描写することが

可能になるため，本章ではNモデルと同値とみなされたNNモデルが別に登場し，よ

りバラエティーに富んだ比較分析が可能になる。
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[3] Bárcena-Ruiz, J. C. (2012) “Privatization when the public firm is as efficient as

private firms,” Economic Modelling, 29, 1019-1023.
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第3章 線形供給関数競争下での民営化

と歪曲効果

3.1 はじめに

1980年代初頭の英国における国営企業の民営化改革を皮切りに，多くの国や地域で

民営化が進められている。その目的はその国家，地域によって多少の差異はあるが，多

くは経済厚生の改善であると考えられる。すなわち，消費者にとってみれば，良質な

財をより安価な価格で入手すること，企業にとってみれば，より多くの消費者を取り

込むことによって利潤を追求することが目的となる。しかし，実際の民営化された市

場を観察すると，常に政策当局の望むような成果が残されているわけではない。その

大きな理由の一つに，市場が通常の寡占市場ではなく，公企業と私企業が競争する混

合寡占市場を形成していることが挙げられる。混合寡占市場では経済厚生最大化をめ

ざす公企業が存在するが，このような市場は，通常の私企業同士の競争とは異なる特

性を持つことが知られている 1。

英国のような民営化の潮流ないし米国のような自由化の潮流は，市場競争を以前よ

りも激化させるものと考えられる。よって，たとえば消費者価格に関していえば，それ

は低下してゆくはずである。しかし，電力やガスなどのエネルギー市場がその好例で

あるように，価格が上昇する場合もある。この背景には燃料価格の高騰なども考えら

れるが，燃料価格が一定の時期にも消費者価格が高騰しているケースもある。よって，

他市場の市場成果の影響もさることながら，混合寡占市場という市場構造が備えてい

る理論的特性を理解しておく必要がありそうである。とりわけ本章は，混合寡占市場

における競争形態の移行と価格変化の関係を探ることを主目的としている。本章では，

1通常の寡占市場の特性については Tirole (1988)やMotta (2004)を参照せよ。また，混合寡占市場
の理論はMerrill and Schneider (1966)を先駆けとし，De Fraja and Delbono (1989)において分析の基
礎が確立された。それ以降も，多くの研究が蓄積されている。
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同質財市場における数量競争と価格競争それぞれの均衡価格の大小関係を，線形供給

関数均衡アプローチと呼ばれる手法を用いて分析する。

ここで，数量競争と価格競争の関係を分析している先行研究を紹介しておこう。通

常の寡占市場においてクールノー均衡とベルトラン均衡を比較し，両者の「逆転現象」

（数量競争時の方が価格競争時よりも均衡価格が低下したり，企業の利潤が上回る状態）

が起きる場合を発見している研究として，Delbono and Lambertini (2016a)がある。ま

た，Häckner (2000)は製品差別化の場合を分析している。昨今，供給関数均衡 (SFE)に

注目した研究が行われているが，SFEはクールノー均衡とベルトラン均衡を特殊ケー

スに含む均衡概念であるため，一つのモデル内でさまざまな強度の競争均衡を観察す

ることが可能である 2。しかし，SFEの最大の欠点はそのモデルの複雑さであり，分析

ツールとしては扱いが難しいことが指摘されてきた。その中で，Menezes and Quiggin

(2012)，Delbono and Lambertini (2015, 2016b)は線形供給関数均衡 (LSFE)に注目し，

これは SFEの特性（クールノー均衡とベルトラン均衡を特殊ケースに含むこと）を維

持しながら，解が一意になり，かつ，モデルがシンプルであり応用分析が行いやすい

優れたモデルであることを主張している 3。

さて，混合寡占市場における両者の比較研究はGhosh and Mitra (2010)やHaraguchi

and Matsumura (2016)などがあり，そこでは混合寡占市場における均衡価格の逆転現

象が起きる条件が示されている。しかし，彼らの分析結果は製品差別化のケースにおい

てのみ通用するものであり，同質財混合市場における逆転現象のメカニズムは分析さ

れていない。本章の分析が先行研究と異なっている点は，本章では対象市場を同質財市

場に限定し，さらに，数量競争均衡と価格競争均衡の比較を行うための分析手法として

LSFEアプローチを採用していることである。そして分析の結果，同質財市場において

も均衡価格や均衡利潤に逆転現象が生じることが示される。Delbono and Lambertini

(2016a)との違いは，彼らは費用関数を二次形式とおいたときそれが観察されることを

示しているのに対し，本章では費用関数が線形の場合でもそれが示されることである。

本章では LSFEを混合複占市場に適用することを試みるが，Menezes and Quiggin

(2012)と同様，線形供給関数における傾きを所与とし，各企業は切片を決定するとい

2SFEの初期の研究は Grossman (1981)や Hart (1985)が挙げられ，Klemperer and Meyer (1989)
によってその基本的な体系が構築された。その後の代表的研究には，電力市場のパフォーマンスを分析
している Green and Newbery (1992)や，包括的なサーベイを行っている Vives (2001; 7.2節)がある。

3さまざまな競争形態を一つのモデル内で観察できるモデルは，SFEアプローチの他に，推測変動ア
プローチや相対利潤アプローチがある。d’Aspremont and Dos Santos Ferreira (2009)を参照せよ。
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う仮定を採用する。各企業が切片を決定するという行動は，生産計画段階において，各

企業が基礎生産量ないし稼働率を決定する行動を指すと考えられるが，各企業が競争

が熾烈になると予想するならば，競争形態に依存する変動生産量が大きくなることを

見越し，稼働率を下げることで過不足なく効率的に供給を行うことができる。つまり，

競争が熾烈になるとき，稼働率は下がり（切片の低下），市場での生産量は減少するた

め，均衡価格は上昇するという歪みの効果が発生する。ゆえに，線形供給関数競争で

は，競争が激化するとき，均衡価格が低下するという従来の効果（直接効果）に加え，

そのような歪みをもたらす効果（間接効果）が発生する。そして，間接効果が直接効

果を上回るとき，数量競争における均衡価格が価格競争におけるそれを上回るという

逆転現象が起こるのである。混合市場における逆転現象の可能性を考えてみよう。

私企業の競争相手（公企業）が民営化を進める場合は，市場は通常の複占競争に近

づくため，両企業とも高価格を設定し競争は緩やかになる一方で，公営化が進められ

る場合は公企業は消費者余剰を高めるべく低価格を設定するので，競争は熾烈になる

と考えられる。よって，公営化の程度が大きいとき，間接効果が大きくなると考えられ

る。本章のモデルでは，実際にそのようなとき，均衡の逆転現象が発生すること，す

なわち競争激化の過程において均衡価格に非単調性が現れることを示す。本章のモデ

ルでは，費用関数が線形の場合は均衡価格にのみ非単調性が現れ，二次形式の場合は

均衡価格に加え私企業の均衡利潤に対しても非単調性が現れる。

本章は次のように構成される。まず次節で本章の土台となる LSFEモデルを説明し，

第 3.3節において均衡を導出する。第 3.4節では競争形態が数量競争から価格競争に変

化してゆくときの均衡値の変化を分析し，非単調性の存在を確認する。そして第 3.5節

ではその現象を裏付ける LSFEの特性を考察するとともに，民営化の経済厚生に対す

る影響についても考える。第 3.6節は結語に充てられる。

3.2 モデル

3.2.1 基本設定

公企業（企業 0）と私企業（企業 1）が 1社ずつ存在する混合複占市場を考える。各

企業の供給量を qiとし，Q ≡
∑1

i=0 qiとする。逆需要関数は p = 1−Qで与えられ，費
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用関数は各企業で等しく，Ci = C(qi)とする 4。よって各企業の利潤関数は

πi = pqi − C(qi)

と表現できる。また，経済厚生は

W ≡
∫ Q

0

p(x)dx−
∑
i

C(qi)

= Q− 1

2
Q2 −

∑
i

C(qi)

と定義される。各企業の目的関数は次のように考慮する。

私企業の目的関数は利潤であると仮定するが，本章では部分民営化を考慮し，半官

半民公企業の目的関数は v0 = z(λ)W + (1− z(λ))π0であるとする。zは公企業の利潤

と経済厚生にかかるウェイトであるが，これは政府の株式保有比率 λ ∈ [0, 1]の増加関

数であるとする（z′(λ) > 0）。すなわち，政府の株式保有比率が高いほど公企業は規制

者としての役割が期待され経済厚生最大化に目的が近づくが，反対に，民間の株式保

有比率が高くなると私企業的になり利潤最大化に関心が近づく 5。関数 z(λ)をどのよう

な形状とおくかは議論の余地があるが，本章では最も単純な形状，すなわち z(λ) = λ

であると仮定して分析を進めることにする。よって公企業の目的関数は

v0 = λW + (1− λ)π0 (3.1)

であるとする。すなわち，λ = 0が完全民営化，λ = 1が完全公営化の状態を指して

いる。

4本章において，公企業と私企業が同じ費用をもつとする理由は大きく分けて二つある。一つは，
Delbono and Lambertini (2015)の限界費用一定かつ同一のモデルと比較するためである。もう一つは，
線形供給関数アプローチでは公企業と私企業の価格が一致するように，つまり純粋戦略ナッシュ均衡価
格が一意に定まることを前提としているが，非対称費用モデルを採用すると公企業と私企業の均衡価格
が一致しないことがあるため，モデル内でそのような矛盾が生じることを避けるためである。

5部分民営の萌芽的分析はMatsumura (1998)である。
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3.2.2 供給関数

Delbono and Lambertini (2015)に従い，各企業は次のような供給関数をもつとする。

qi = si + tip.

siは供給関数の qi軸切片であり，tiは（逆数表示された）傾きである。Delbono and

Lambertini (2015)では明示されていないが，siは p = 0のとき（競争が始まっていな

い，生産計画を立てる段階）の供給量に一致することから，これはたとえば，各企業

の基準生産量ないし稼働率を意味していると考えられる。ここで，線形供給関数競争

の定義と，Menezes and Quiggin (2012)およびDelbono and Lambertini (2015)の主要

結果を述べておこう。

各企業 iが供給関数競争を行うとは，企業 iが siおよび tiを決定することを意味す

るが，Delbono and Lambertini (2015)は通常の寡占市場における 2本の利潤最大化条

件を連立させるにあたり，微分値 ∂πi(si, ·)/∂siと ∂πi(ti, ·)/∂tiが線形従属であること
を示している。よって，siか tiのいずれかを所与とせざるを得ないが，彼らはどちら

のケースでも均衡特性が同じであることを示している 6。さて，Menezes and Quiggin

(2012)の重要な結果は，企業は tiを所与として siを決定するとした場合，t → 0はクー

ルノー均衡に一致し，t → ∞はベルトラン均衡に一致することを示していることであ
る。よって，傾き tは所与としての競争の激しさ，ないし政府によって規制された競争

形態を示していると考えられる。そして，先述のように，切片 siを決定することは稼

働率のような変数の決定を意味すると考えられるため，本章では現実として想定しや

すい「tiを所与とし，siを戦略変数とする」という仮定を採用する 7。すなわち，各企

業は供給関数

qi = si + tp, where t ∈ (0,∞) (3.2)

を用いた競争を行うとする。

6Delbono and Lambertini (2015)は費用関数が線形のケースと，二次形式のケースで示している。
また，彼らは siが決定されるタイミングと tiが決定されるタイミングをずらしても線形従属性が維持さ
れることを主張している。

7混合市場において，各企業が競争形態を選ぶ Singh and Vives (1984)に倣った内生化モデルを扱っ
ている研究として，Matsumura and Ogawa (2012)や Kopel (2015)がある。
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3.2.3 ゲーム

完備情報を仮定し，公企業 1社と私企業 1社が所与パラメータ t, λの下で線形供給関

数の切片を同時に決定する one-shot ゲームを考える。

3.3 均衡

供給関数均衡は次のようにして求められる。まず (3.2)を逆需要関数に代入し，これをp

について解くと，p = p(s0, s1)が得られる。これを再び (3.2)に代入すると，qi = qi(s0, s1)

が得られるので，これらを各企業の目的関数に代入すれば，π1(s0, s1)および v0(s0, s1)

を得る。陽表的な解を導出するためには C(qi)を特定化する必要があるが，本章では，

Delbono and Lambertini (2015)に倣って線形費用関数のケースと二次形式費用関数の

ケースを考えよう。

3.3.1 線形費用関数のケース

費用関数をC(qi) = cqi (0 ≤ c < 1)として均衡を導出しよう。各企業の利得最大化条

件 ∂v0/∂s0 = 0および ∂π1/∂s1 = 0より，公企業，私企業の反応関数はそれぞれ以下の

ようになる。

RF0(s1) =
−s1 + 1− λ− ct(3− λ)− 2ct2(1− λ)

2t(1− λ) + 2− λ
,

RF1(s0) =
−s0 + 1− c− 3ct− 2ct2

2t+ 2
.

(3.3)

これらは戦略代替の関係にあることが確認できる。切片の決定は稼働率ないし基準

生産量の決定という一種の数量競争と解釈されるので，この結果は直感に反しない。均

衡切片は次のようになる。

s∗0 = −2ct2(1− λ) + ct(3− 2λ)− (1− c)

2t(1− λ) + 3− 2λ
,

s∗1 = −2ct2(1− λ) + ct(3− 2λ)− (1− c)(1− λ)

2t(1− λ) + 3− 2λ
.

(3.4)
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主要均衡値は以下のようになる。

p∗ =
2ct(1− λ)− (c+ 1)λ+ 2c+ 1

2t(1− λ) + 3− 2λ
,

π∗
1 =

(1− c)2(1− λ)2(t+ 1)

[2t(1− λ) + 3− 2λ]2
,

W ∗ =
(1− c)2[2t(1− λ) + 2− λ][2t(1− λ) + 4− 3λ]

2[2t(1− λ) + 3− 2λ]2
.

(3.5)

3.3.2 二次形式費用関数のケース

費用関数を C(qi) = (1/2)q2i として均衡を導出する
8。線形費用関数のケースと同様

に各企業の反応関数が得られ，戦略代替性が確認できる。均衡切片は次のようになる。

s∗∗0 = −t3 + (3− λ)t2 + (1− λ)t− 2

3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ
,

s∗∗1 = − (t+ 2− λ)(t2 + t− 1)

3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ
.

(3.6)

主要均衡値は以下のようになる。

p∗∗ =
(t+ 2)(t+ 2− λ)

3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ
,

π∗∗
1 =

(t+ 1)(t+ 3)(t+ 2− λ)2

2[3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ]2
,

W ∗∗ =
(t+ 2− λ)[3t3 + t2(14− 3λ) + 3t(7− 2λ) + 10− 2λ]

[3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ]2
.

(3.7)

3.4 競争形態による影響

3.4.1 モデルの整合性の確認

Menezes and Quiggin (2012)やDelbono and Lambertini (2015)は通常の寡占市場の

ケースを分析しているため，本章の混合市場において彼らの主要結果，すなわち，t → 0

8C(qi) = kq2i のように，係数を一般化しても同様の結論が主張される。
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のときクールノー均衡に一致し，t → ∞のときベルトラン均衡に一致するか否かを確
認しておく必要がある。

製品差別化を加味したモデルを利用してクールノー均衡とベルトラン均衡を導出し

よう。各企業の逆需要関数は以下で与えられる 9。

pi = 1− qi − dqj, (i, j) = {0, 1}.

d ∈ (−1, 1)が製品差別化の程度を表しており，d → 1のとき同質財ケースとなる。ま

ず，線形費用関数のケースでは，クールノー均衡，ベルトラン均衡における各企業の

価格はそれぞれ次のようになる。

pC0 =
2(c+ 1− λ)− (1− c)(1− λ)d− cd2

4− 2λ− d2
,

pC1 =
(c+ 1)(2− λ)− (1− c)d− cd2

4− 2λ− d2
,

pB0 =
2(c+ 1− λ)− (1− c)(1− 2λ)d− d2

4− 2λ− d2
,

pB1 =
(c+ 1)(2− λ)− (1− c)d− (1− λ− cλ)d2

4− 2λ− d2
.

よって，以下が成立する。

lim
d→1

pC0 = lim
d→1

pC1 =
2c+ 1− (c+ 1)λ

3− 2λ
, lim

d→1
pB0 = lim

d→1
pB1 = c. (3.8)

(3.5)との整合性を確認すると，lim
t→0

p∗および lim
t→∞

p∗は (3.8)に一致する 10。

次に，二次形式費用関数のケースを確認しよう。クールノー均衡，ベルトラン均衡に

9これらを生み出す効用関数および均衡の導出過程については第 2章のモデルを参照せよ。
10(3.8) を見ると，ベルトラン均衡価格は限界費用に一致している。λ = 0 のときは当然であるが，

λ = 1のケースであっても，公企業は厚生損失を最小化すべく p0 = cを選ぶ。私企業は p1 = c以外の価
格を選んでも利潤が上昇しないので，結局 cがナッシュ均衡価格となる。クールノー均衡価格について
は，λ = 1のとき cとなるが，これはやはり公企業が厚生損失を最小化するような生産量を選ぶことに
起因しており，私企業はそれ以外の価格を形成する生産量を選ぶ誘因がないためである。
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おける各企業の価格はそれぞれ次のようになる。

p̂0
C =

(2− λ)(3− d)

9− 3λ− d2
, p̂1

C =
2(3− λ− d)

9− 3λ− d2
,

p̂0
B =

6− 3λ− 2(1− λ)d− (5− 3λ)d2 + (1− 2λ)d3 + d4

9− 3λ− (7− 3λ)d2 + d4
,

p̂1
B =

(2− d2)[3− λ− d− (1− λ)d2]

9− 3λ− (7− 3λ)d2 + d4
.

よって，以下が成立する。

lim
d→1

p̂0
C = lim

d→1
p̂1

C =
2(2− λ)

8− 3λ
, lim

d→1
p̂0

B = lim
d→1

p̂1
B =

1

3
. (3.9)

(3.7)との整合性を確認すると，lim
t→0

p∗∗および lim
t→∞

p∗∗は (3.9)に一致する 11。

以上より，混合市場においても tを競争形態のパラメータとみなせることが確認され

る。では次に，tの変化が均衡値をどのように変化させるのかを見てみよう。

3.4.2 均衡への影響

均衡価格および私企業の均衡利潤を tで偏微分したときの符号を，各ケースで確認す

る。線形費用関数のケースでは以下が成立する。

∂p∗

∂t
= − 2(1− c)(1− λ)2

[2t(1− λ) + 3− 2λ]2
≤ 0, ∀t, (3.10)

∂π∗
1

∂t
= −(1− λ)2(1− c)2[2t(1− λ) + 1− 2λ]

[2t(1− λ) + 3− 2λ]3
. (3.11)

(3.10)は数量競争から価格競争への移行に伴う直感通りの変化であるが，(3.11)は

2t(1− λ) + 1− 2λ < 0のとき正となる。すなわち，私企業の均衡利潤に関しては競争

形態の変化による非単調性が生じており，また，競争が激化する間，均衡価格は低下

し，私企業の均衡利潤は上昇するという特異な状況が生じている。次に，二次形式費

11どちらの費用関数の場合でも，同質財のケースにおいては Ghosh and Mitra (2010)のようなクー
ルノー競争とベルトラン競争の市場成果の逆転は起こらないことが分かる。Ghosh and Mitra (2010)の
結果は，製品差別化を伴う混合複占市場で成立していることに注意せよ。
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用関数のケースでは次のようになる。

∂p∗∗

∂t
= −2t2 + 2t(4− 3λ) + 8− 12λ+ 3λ2

[3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ]2
, (3.12)

∂π∗∗
1

∂t
= −(t+ 2− λ)[2t3 + 3t2(3− 2λ) + 3t(4− 6λ+ λ2) + 4− 11λ+ 3λ2]

[3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ]3
.

(3.13)

二次形式費用関数のケースでは，競争形態の変化による非単調性は均衡利潤だけで

なく均衡価格でも生じる。よって，線形費用関数のケースでの反直感的な状態に加え，

競争が激化する間，均衡価格は上昇し，私企業の均衡利潤は上昇するという別の反直

感的な状態も生じる（図 3.1）。次節において，なぜこのような現象が生じるのかを考

察することにしよう。

図 3.1: 競争形態の移行と非単調性
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3.5 考察

3.5.1 競争形態の移行が均衡に与える影響

供給関数競争の下での価格は次のように表現することができる。

p = P (s0(t), s1(t), t).

よって，これを tで偏微分し，均衡で評価したものは次のように分解される。

dP

dt
(s∗0, s

∗
1, t) =

∂P

∂t︸︷︷︸
(−)

+
1∑

i=0

∂P

∂si︸︷︷︸
(−)

∂s∗i
∂t︸︷︷︸
(−)

. (3.14)

(3.14)の第一項は，供給関数の切片の影響を無視した場合の，tの変化が均衡価格に

与える影響であり，直接効果と呼ぶことができる。直接効果は，通常の複占市場にお

ける競争形態が数量競争から価格競争に移行するときの変化であるから，符号は負で

ある。

他方，第二項は企業 iの戦略効果を示しており，tの変化が si の変化を通じて均衡

価格に与える影響を示しているので，間接効果と呼ぶことができる。間接効果のうち，

∂P/∂siは siないし qiの変化が需要価格に与える影響を示しているので，これは負であ

る。また，∂s∗i /∂tは tの変化が最適稼働率に与える影響を示している。競争が激化す

ると，企業は (3.2)における変動生産量 tpの増加を見越して稼働率を下げ，過不足なく

供給を行うことを計画するので，これの符号は負になる。よって間接効果は正である。

間接効果を図示しておこう。図 3.2において，供給関数均衡は公企業の反応曲線RF0

と私企業の反応曲線RF1の交点 Sで定まり，供給関数均衡はクールノー均衡とベルト

ラン均衡の中間に位置することが知られている 12。クールノー競争を予想するならば，

各企業は稼働率を上げようとするので，クールノー均衡点CはSの右上方に位置する。

反対に，ベルトラン均衡点Bは Sの左下方に位置する。よって，s0 − s1平面における

Sの軌跡はCとBを端点とする単調増加の曲線となる。ゆえに，競争が激化すると，si

は減少し，価格の上昇をもたらすことになる。

以上より，供給関数競争の下での競争形態の変化が均衡価格に与える効果（価格効

12たとえば，Green and Newbery (1992; Fig.3)を参照せよ。
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図 3.2: 間接効果
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RF0

果）は，負となる直接効果に加え，正となる間接効果（歪み）を持つことが分かる 13。

そして，間接効果が直接効果（の絶対値）を上回るとき，価格効果は正になるのである。

次に，競争形態の変化が私企業の利潤に与える影響を考えよう。私企業利潤 π1 =

pq1 − C(q1)を tで偏微分したものを均衡で評価すると，以下のように分解できる。

∂π∗
1

∂t
=

∂P ∗

∂t
q∗1 + p∗

∂q∗1
∂t

− dC

dq1

∂q∗1
∂t

=
∂P ∗

∂t
q∗1 + (p∗ −MC1)

∂q∗1
∂t︸ ︷︷ ︸

(+)

. (3.15)

(3.15)の第一項は価格効果を含むので，符号は不定である。第二項については，私企

業は限界費用を上回るような価格設定を追求するため，p∗−MC1は非負である。また，

競争が激化すると私企業の供給量は増加するので，∂q∗1/∂tは正である。よって，第二

項（マージン効果）は非負である。よって，価格効果が正のとき，(3.15)は常に正とな

る。すなわち，∂π∗
1/∂t > 0なる領域は価格効果が正になる領域を包含するため，図 3.1

の IIや IIIのような領域が現れるのである。線形費用関数のケースでは Iおよび IIの領

域が確認されたのに対し，二次形式費用関数のケースでは IIIのケースも確認された。

13本章の線形需要関数を用いると，直接効果は −2(1 − s∗0 − s∗1)/(2t + 1)2 と導出され，間接効果は
−(s∗0

′(t) + s∗1
′(t))/(2t+ 1)と導出される。
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限界費用が一定から逓増へと変化した場合，これは競争激化と同じ効果を有するので，

各企業は稼働率を下げようとする。つまり ∂s∗i /∂tの絶対値は大きくなるため，間接効

果が大きくなるのである。

そして，λが大きいとき，間接効果が大きくなると考えられる。λが大きくなる程，

公企業は消費者余剰改善に強く関心を向けるようになり，供給量を増やし価格を下げ

ようとするので，結局，λの上昇は競争激化を意味するからである。

3.5.2 民営化政策への示唆

本章の線形費用関数，二次形式費用関数モデルでは，全ての t ∈ (0,∞)に対し∂W ∗/∂t ≥
0, ∂W ∗∗/∂t > 0となるので 14，競争を価格競争に近づけることは競争政策上問題とな

らない。ただし，二次関数費用モデルでは，

λ >
(t+ 2)2

3t+ 5

が満たされるとき，∂W ∗∗/∂λ < 0となる領域が発生する（図 3.3）15。

図 3.3: 民営化と経済厚生

0 10.8

0.618

t

λ

矢印 · · ·W ∗∗上昇

図 3.3において，各競争形態 tにおける最大経済厚生は太線上で達成され，その左側

の領域では，競争形態を価格競争に近づけ，公営化を進めることが経済厚生改善をも

14補論参照。
15この現象については，第 4章の混合寡占市場モデルで詳述される。
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たらすが，右側の領域では競争形態を価格競争に近づけ，民営化を進めることが経済

厚生改善に寄与する。すなわち，数量競争下では，最適な民営化の程度 λ∗∗(t)が存在

する。競争形態が数量競争に近い形に規制されているとき，あるいは自由競争のモー

ドがクールノー競争に近いとき，政府には民営化の程度 λ(t)を λ∗∗(t)に誘導するよう

な政策が求められる。

3.6 むすび

本章では，半官半民公企業が私企業と競争する混合複占同質財市場において，均衡

価格や均衡利潤などの主要な市場成果がどのような特性を持っているのかを，線形供

給関数アプローチで評価した。分析の結果，競争形態が数量競争から価格競争へ移行

する際の価格や私企業の利潤は，通常の同質財市場におけるクールノー均衡とベルト

ラン均衡の比較結果とは異なる様相を見せる場合があることが分かった。これは，線

形供給関数競争そのものの特性として，価格効果，すなわち競争形態が数量競争から

価格競争に移行する場合の価格の変化には，従来の同質財市場における価格低下効果

（直接効果）に加え，価格を上昇させる効果（間接効果）が存在することに起因する。

ゆえに，企業が供給関数競争を行うというモデルの下では，従来の経済学の教える数量

競争と価格競争の関係が必ずしも成立するわけではないことが示唆された。そして実

際，本章における線形費用関数と二次形式費用関数を用いた解析では，そのどちらに

おいても，価格効果が正になる領域が存在することが確認された。本章は線形供給関

数アプローチを公企業の民営化の場面に適用して考察したが，そのような現象は，民

営化があまり進んでいない状態において起こりやすいことが示された。

また，競争激化が私企業の均衡利潤に与える効果は，マージン効果の存在のために，

競争激化の過程において，「価格は低下しつつも，私企業の利潤は上昇する」という現

象や，「価格は上昇し，私企業の利潤は上昇する」という逆転現象が生じることが分かっ

た。本章の最後では，民営化の程度と経済厚生の関係についても触れたが，これは第 4

章の私企業数を一般化したモデルで詳しく分析することにしたい。

本章では同質財市場においての均衡特性に触れ，均衡価格や均衡利潤の逆転現象が

生じることを発見したことが主要な貢献であり，Ghosh and Mitra (2010)のような製

品が差別化されている市場での逆転現象の発見とは一線を画すものである。しかし，残

44



された課題もある。たとえば，本章では公企業も私企業もその効率性は同じであると

仮定されたが，実際は異なる場合が多く，限界費用が非対称なケースでの分析が今後

の大きな課題である 16。また，本章は民営化という場面に焦点を当てて分析したが，間

接効果の存在は線形供給関数モデル自体に備わっているものなので，それ以外の事象

が間接効果を高める場合も考えられる。どのような場合に間接効果が直接効果を上回

るのかを考察することもまた，今後の課題に充てられる。当然ながら，本章では所与

とされた競争形態 tを内生化するモデルを構築することは，今後の最も大きな課題の一

つである。

16公企業は私企業よりも非効率的であることが，Megginson and Netter (2001)，Zhang et al. (2001)，
Fries and Taci (2005)など多くの実証研究で示されている。
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補論

tがW ∗およびW ∗∗に与える影響は次のようになる。

∂W ∗

∂t
=

2(1− c)2(1− λ)3

[2t(1− λ) + 3− 2λ]3
≥ 0,

∂W ∗∗

∂t
=

2t3 + 3t2(4− 3λ) + 3t(8− 12λ+ 5λ2) + 16− 36λ+ 29λ2 − 6λ3

[3t2 + t(10− 3λ) + 8− 3λ]3
> 0.
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第4章 市場構造・競争・最適民営化

4.1 はじめに

民営化により経済厚生は改善されるのか。これは民営化を進めるべきか否かを検討

する上での，経済政策上の根源的な問いであり，政策当局や有識者の間で常に大きな

論争を生み出している 1。

さて，経済学における多くの先行研究では，利潤最大化を目指す私企業と経済厚生最

大化を目指す公企業が競争する混合寡占理論が分析ツールとして利用されてきた。そ

して，その中の代表的研究であるDe Fraja and Delbono (1989)は，私企業数の増加を

競争激化の尺度と定義したとき，最適民営化の程度，すなわち公企業をどの程度民営

化すべきかを表す尺度（株式保有比率など）は「完全民営化」に接近することを示し，

民営化の社会的意義，正当性を述べている 2。Vicker and Yarrow (1988; p.52)は，「彼

らは，利潤最大化を目指す私企業と競争する公企業の目的がどのようなものであれば

よいかを考察しており，企業数が拡大してゆく状況では，公企業は経済厚生ではなく

利潤を最大化することを目指した方が望ましいことを示している。」と述べている 3。

しかし，多くの地域や産業において，民営化は必ずしも功を奏しているわけではない 4。

経済学者たちは，次第に既存研究の結果に懐疑的になってゆくのである。Matsumura

and Okamura (2015)は，“競争の激しさ”の定義に注目し，De Fraja and Delbono (1989)

などの先行研究では“企業数の増加”でそれを定義していることに異議を唱えた。そし

て彼らは相対利潤アプローチを採用し，企業数を一定としたままで，競争の激しさを

1民営化に関する包括的な研究については，Armstrong et al. (1995)や Vickers and Yarrow (1988,
1991)を参照せよ。近年の民営化の事例については，Evans (2013)やNepal and Foster (2015)，Winston
and Yan (2011)などを参照せよ。

2公企業の増加の影響を分析した研究にはMatsumura and Shimizu (2010)がある。
3筆者翻訳。なお彼らのコメントはDe Fraja and Delbonoの 1986年版のワーキングペーパーに対す

るものである。
4改革の先駆けである英国の民営化の事例については，たとえば Liberati (2005)ないしそこで引用

されている文献を参照せよ。
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“数量競争から価格競争への移行”と捉えた場合，最適民営化は「完全公営化」に接近

することを示した。すなわち，競争が激化する状況で民営化を行う場合，経済厚生は

悪化することが示されたのである。

本章の目的は，線形供給関数アプローチを採用し，Matsumura and Okamura (2015)

の議論を再現し，彼らの結果の頑健性を確認することと，従来の「企業数の増加で競争激

化を測る」という手法の再現である。民営化の理論的研究は膨大であるが，Matsumura

and Okamura (2015)の採用している相対利潤アプローチや，本章で扱われる線形供給

関数アプローチを応用した先行研究は現段階ではほとんどなく，従って本章の分析は，

民営化の議論に従来とは異なる観点から接近できるという意味で貢献を果たすことが

できると考えられる。主要な結論として，線形供給関数アプローチにおいても，競争

の激化を競争形態の変化で測った場合および従来の企業数増加で測った場合の双方に

おいて，Matsumura and Okamura (2015)と同様の結果が得られる。民営化は世界的な

潮流であるが，近年の研究および本章における研究を通じて，その遂行には慎重を要

する必要性があることが説かれる。

本章は以下のように構成される。まず次節でモデルを説明する。第 4.3節及び第 4.3

節では主にMatsumura and Okamura (2015)の再現を行い，分析結果を提示する。第

4.5節は結語に充てられる。

4.2 モデル

市場には 1社の公企業と n社の私企業が存在し，これらは同質財を供給している企

業群である。逆需要関数は p = 1−Qで与えられ（Qは総需要量），各企業の費用関数

は対称的であり，C(qi) = (c/2)q2i で与えられる（c > 1）5。このとき，企業 i（公企業

も含む）の利潤関数は

πi = (1− qi −Q−i)qi −
c

2
q2i (4.1)

と表現できる。ただしQ−i =
∑

j ̸=i qjである。

5c > 1という条件は経済厚生W が λについての凹関数となるための十分条件である。
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また，経済厚生は消費者余剰と企業利潤の総和であり，

W ≡ 1

2
Q2 + π0 +

n∑
i=1

πi (4.2)

と定義される。ただし企業 0とは公企業のことである。私企業 iの目的関数は自身の利

潤πiであり，公企業 0の目的関数は経済厚生と自身の利潤の加重和 v0 = λW +(1−λ)π0

であるとする（λ ∈ [0, 1]）。ここで，線形供給関数モデルを導入しよう 6。Delbono and

Lambertini (2015)に倣い，公企業を含む各企業は線形供給関数 qi = si+ tipを持つとす

る。Menezes and Quiggin (2012)は，各企業は同時に siを決定し，均衡値を tiを含む関

数で表現したときの性質として，対称性 ti = t ∀iの下では，均衡は t = 0のときクール

ノー均衡に一致し，t → ∞のときベルトラン均衡に一致することを示している 7。よっ

て，本章は線形供給関数

qi = si + tp, where t ∈ (0,∞) (4.3)

を用いて導出された均衡値 g∗(t)に対して，tを戦略変数を表すパラメータとみなし，t

の（限界的な）増加を「競争の激化」と定義する 8。これにより，市場競争が数量競争

型から価格競争型へと移行する際の微少な変化を捉えることが可能になる。

ゲームの手順は次のようになる。まず第一段階で規制当局（政府）は公企業の持ち

株を売却することを通じて民営化の程度 λを決定し，第二段階で各企業は λを観察し

た上で，同時に供給関数競争を行う。逆向き帰納法によりこのゲームを解く。

4.3 第二段階

均衡の導出過程は第 3章を参照されたい。よって，ここでは均衡値を列挙するにとど

めておく。公企業と私企業の均衡生産量，利潤，そして均衡価格はそれぞれ次のよう

6供給関数均衡モデルの初期の研究は Klemperer and Meyer (1989)などである。
7第 3章参照。
8Matsumura and Okamura (2015)，あるいはそこで引用されている文献は相対利潤モデルにおいて

同様の定義づけを行っている。
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になる。

q∗0 =
cn2t2 + nt(1− λ) + 2cnt+ c+ 1

T
,

q∗i =
(nt+ 1)(cnt+ c+ 1− λ)

T
,

π∗
0 =

c2n2t2 + 2c2nt+ 3cnt+ c2 + 3c+ 2− (cnt+ 2c+ 2)λ

2T (q∗0)
−1

,

π∗
i =

(nt+ 1)(cnt+ c+ 2)(cnt+ c+ 1− λ)2

2T 2
,

p∗ =
(cnt+ c+ 1)(cnt+ c+ 1− λ)

T
,

(4.4)

where

T ≡

 cn3t2 + c2t2n2 + cn2t2 + 2cn2t+ n2t+ 2c2nt+ 4cnt

+ nt+ cn+ n+ c2 + 3c+ 2− λ(nt+ 1)(c+ n+ 1)

 > 0.

Menezes and Quiggin (2012)およびDelbono and Lambertini (2015)は私企業のみの

純粋な寡占市場を分析していることに注意すると，混合寡占市場においても彼らの結

果（すなわち，t = 0のときクールノー均衡に一致し，t → ∞のときベルトラン均衡に
一致すること）が通用するのかを確認しておく必要がある。Matsumura and Okamura

(2015)のモデルにおいて，α = 0のときクールノー均衡に一致し，α = 1のときベルト

ラン均衡に一致することが示されるので，本章でのモデルと彼らのモデルを簡単に比較

してみよう。たとえば，生産量について確認すると，Matsumura and Okamura (2015)

の結果を qS0 , qSi と表記すれば，

qS0
∣∣
α=0

=
c+ 1

cn+ n+ c2 + 3c+ 2− λ(n+ c+ 1)
= q∗0

∣∣
t=0

qS0
∣∣
α=1

=
1

n+ c+ 1
= q∗0

∣∣
t→∞

qSi
∣∣
α=0

=
c+ 1− λ

cn+ n+ c2 + 3c+ 2− λ(n+ c+ 1)
= q∗i

∣∣
t=0

qSi
∣∣
α=1

=
1

n+ c+ 1
= q∗i

∣∣
t→∞

となるから，彼らのモデル（あるいは，従来のクールノー競争モデルおよび完全競争
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モデル）と本章のモデルの整合性が確認できる 9。λ = 0のときは通常の私企業同士の

競争になるので，当然，上式と下式は一致する。では，第二段階で得られた均衡値に

ついて，Matsumura and Okamura (2015)【以下，MOと表記】と照らし合わせながら

確認していこう。まず，各企業の生産量の大小関係に関して，

q∗0 ≥ q∗i (4.5)

が成立し，MOと同様の結果である（等号成立は λ = 0または t → ∞のとき）。彼らが
述べているように，これは，公企業は価格を下げて消費者余剰を改善させることにも

関心があるため，私企業よりも積極的に生産を行うことを意味している。

次に，市場が価格競争の色合いを増すと均衡値がどのように変わるのかを確認しよ

う。均衡生産量に関しては，MOと同じく，

∂q∗i
∂t

> 0, and
∂(q∗0 − q∗i )

∂t
< 0 (4.6)

という結果が得られる。これは，市場競争が（価格競争に近づくという意味で）激化

すると私企業の生産量は増加し，また，公企業と私企業の生産量の差が縮まることを

指しており，自然な結果である 10。

さて，MOでは均衡利潤についての確認がなされていない。公企業は利潤追求主体で

はないが，私企業はそうであるため，私企業の均衡利潤について確認しておこう。π∗
i

を tで微分すると，

∂π∗
i

∂t
= −n(cnt+ c+ 1− λ)U

T 3
(4.7)

9Matsumura and Okamura (2015)のモデルはW にかかるウェイトを 1− θとしているので，ここ
では λ = 1− θであることに注意されたい。

10∂q∗0/∂tの符号は不定である。
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where

U ≡



c2n4t3 + c2n3t3 + 3c2n3t2 + 2cn3t2 + 2c2n2t2 + 2cn2t2

+ n2λ2t+ cnλ2t+ nλ2t+ 3c2n2t+ 4cn2t+ n2t+ c2nt

+ 2cnt+ nt+ nλ2 + cλ2 + λ2 + c2n+ 2cn+ n

− λ(2cn3t2 + 2c2n2t2 + 2cn2t2 + 4cn2t+ 2n2t+ 4c2nt

+ 6cnt+ 2nt+ 2cn+ 2n+ 2c2 + 4c+ 1)


を得る。(4.7)の符号を決定するのはUである。λ = 0のとき，明らかにU > 0である。

しかし，たとえば λ = 1のとき，

U = c(nt+ 1)(cn3t2 + cn2t2 + 2cn2t− cnt+ cn− 2c− 3)

となるから，必ずしも U > 0となるわけではないことが分かる。端的な例として，上

式に t = 0（クールノー競争），n = 2（公企業 1社と私企業 2社の寡占競争）を代入す

ると，U = −3c < 0となり，(4.7)は正となる。

特性 1 混合寡占市場を線形供給関数モデルで評価した場合，数量競争から価格競争へ

の移行という意味における競争の激化は，私企業の利潤増加をもたらしうる。

この結果は，第 3章における複占市場モデルで既に確認されており，そのメカニズム

は線形供給関数競争均衡の持つ歪曲効果によるものであった。

次に，公企業と私企業の均衡利潤を比較すると，以下が得られる。

π∗
0 − π∗

i =
λ[2cnt+ 2c+ 2− λ(c+ 2)]

T 2
. (4.8)

特性 2 λ = 0のとき π∗
0 = π∗

i となり，λ > 0のとき，π∗
0 > π∗

i が成立する。

この結果は，MOのモデルでも成立する。私企業は利潤最大化を行っている一方で，

公企業はそうしないため，定義上は私企業の利潤は公企業のそれを上回るはずである。

しかし，限界費用が逓増的である場合，そうなるとは限らない。これは以下のように説
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明される 11。公企業は経済厚生を追求する主体，すなわち，ファーストベストを追求す

る主体なので，消費者余剰を最大化させようとするだろう。つまり，公企業は価格を限

界費用まで下げようとするプライステイカーなのである。よってこの混合寡占モデル

は，プライステイカーとプライスメイカーの競争を描写するdominant firm-competitive

fringeモデルに近いといえよう 12。プライスメイカーである私企業が価格を上昇させ，

生産量を減少させようとすると，全企業の限界費用は逓増的なので，プライステイカー

である公企業の生産量は上昇する。よって私企業は意図していた生産量よりも過少な

生産量を選択せざるを得ない。私企業がプライスメイカーとして自己の利潤を最大化

できる合理的な戦略は，公企業と需要関数を共有することを避け，公企業の残余需要

を自らが直面する需要関数とみなし，それをもとに利潤最大化を行うことである。こ

のような状況下では，プライステイカーの利潤は，プライスメイカーの利潤を上回る

場合があることが知られている 13。

4.4 第一段階

第一段階では，次のことが確認される。

補題 経済厚生を最大にする λを λ∗とすると，以下が成立する。

λ∗ =

λ̄ ∈ (0, 1) if t < (n− c− 1 +
√
ϕ)/(2cn) ≡ tx

1 otherwise
(4.9)

where

λ̄ =
(ctn+ c+ 1)2

ctn2 + cn(ct+ t+ 1) + (c+ 1)2
, ϕ ≡ c2 + 2(n+ 1)c+ (n− 1)2.

証明 まず，第二段階で得た均衡値を (4.2)に代入したものをW ∗と書くと，これが λ

についての凹関数となる条件は，V ≡ ∂2W ∗/∂λ2 < 0, ∀λ ∈ [0, 1]である。V の正負を

11この現象は delegationメカニズムによっても説明される。Sklivas (1987)，Vickers (1985)などを参
照せよ。

12Carlton and Perloff (2005) Ch.4を参照せよ。
13たとえば，Huang (2002, 2003)，Deltas and Engelbrecht-Wiggans (2005)などを参照せよ。
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決定する項は λについての一次式であり，その係数は

−2(n+ c+ 1)(nt+ 1)(cn2t+ c2nt+ cnt+ cn+ c2 + 2c+ 1) < 0

である。いま，V = 0なる λを λ̂とすると，

λ̂ =


− cn2(n+ c− 2)(n+ c+ 1)t2

− 2n(n+ c+ 1)(cn+ c2 − c− 1)t

− cn2 − 2c2n− cn+ 2n− c3 − c2 + c+ 1


となるから，n ≥ 1, c > 1より，これは tについての二次凹関数である。判別式をと

ると，

D = −4n2(n+ c+ 1){[c(n− 1)] + [n(c− 1)] + [cn− 1]} < 0

を得るので，λ̂ < 0である。よって V < 0, ∀λ ∈ [0, 1]が示された。さらに，

∂W ∗

∂λ
= 0 ⇐⇒ λ = λ̄

となるので，W ∗は λ = λ̄で最大値をとる 14。

次に，明らかに λ̄ > 0であるから，λ̄ ≥ 1のとき，λ∗ = 1である。 □

以下では，MOの結果と比較するため，λ∗ = λ̄であるとして分析を再開する。この

とき，これが成立するための十分条件として t < 1/(c + 1)を仮定する。MOにおける

Proposition 5.に対応する主張は次のようになる。

14λが 1以外のときに経済厚生が最大化され得ることは，MOで次のように説明されている。すなわ
ち，限界費用は逓増的であるため，民営化前は，ファーストベストを目指す公企業の方が私企業よりも限
界費用が高く，生産非効率である。他方，民営化されると，消費者余剰は悪化するが（実際，∂p∗/∂λ < 0
となる），公企業の限界費用は低下するから，生産効率性は改善される。よって，生産者余剰増加効果
が消費者余剰低下効果を上回れば，民営化によって経済厚生は改善されるのである。λ ∈ [λ̄, 1]という範
囲がまさにそのような状況を体現している。なお，限界費用が一定のときは，民営化の前後で生産者余
剰は変化しないため，常に λ∗ = 1となる。
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命題 以下が成立する。

(i)
∂λ∗

∂n
< 0 ∀t < min

{
tx,

1

c+ 1

}
(ii)

∂λ∗

∂t
> 0 ∀t < tx

(i)の証明 λ∗の nでの微分係数の符号を決定する項を nについて整理すると，

sign

(
∂λ∗

∂n

)
= t[(c2 + c)t− c− 2]n+ c2t+ 2ct+ t− c− 1

となるから，これは nについての一次式である。よって，

(a) (c2 + c)t− c− 2 < 0

(b) sign (∂λ∗/∂n) = 0なる nが負になる

の双方が成立するならば，題意が成立する。

まず，(c2 + c)t− c− 2 = 0を tについて解くと，

t =
c+ 2

c2 + c
≡ ty

を得る。ty − txの符号を確認すると（以下，A = n(c+ 3) + (c+ 1)2，B = n2 + 2(c−
1)n+ (c+ 1)2とおく），

sign (ty − tx) = A− (c+ 1)
√
B

= A2 − (c+ 1)2B

= 4n[n(c+ 2) + 2(c+ 1)2] > 0.

よって (a)が成立する。

次に，sign (∂λ∗/∂n) = 0を nについて解くと，

n =
(c+ 1)(1− t− ct)

t[(c2 + c)t− c− 2]
≡ n̄

を得る。(a)の成立より分母は負なので，分子における 1− t− ctが符号を左右する。い
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ま，t < 1/(c+ 1)より，これは正である。よって n̄ < 0であり，(b)が成立する。 □

(ii)の証明

sign

(
∂λ∗

∂t

)
= cn(n+ c+ 1)t+ n(c− 1) + (c+ 1)2 > 0

より自明である。 □

命題 (i)は，私企業数の増加により民営化が望ましくなることを意味している。これ

はDe Fraja and Delbono (1989)の混合寡占における数量競争モデル，およびMOの混

合寡占における相対利潤モデルの結果と整合的である。

命題 (ii)は，nを所与として競争の激化を定義するならば，市場を公営化するのが望

ましいことを主張している。これはMOの結果と整合的であり，彼らと同様の直感的

説明を与えることができる。すなわち，(4.6)が示すように，競争が激化すると私企業

の生産量は増加し，公企業との生産量の差は縮む。これは，民営化による経済厚生改

善の余地を小さくさせることを意味するため，結局，競争の激化は，最大経済厚生を

もたらす民営化のパラメータを「公営化」に仕向けようとするのである。

MOでは私企業数を一定としたときの競争の激化（αの増加）により最適民営化パラ

メータは常に 1に近づき，よって規制者は競争政策として公営化を選ぶべきことを主

張しているが，線形供給関数モデルにおいても同様の結果を得，彼らの結果に頑健性

を与えることができる。

4.5 むすび

本章で明らかになったことを，先行研究のMOと比較しながら述べておこう。まず，

MOで明らかにされたことは，(i) 部分民営化が行われているとき，最大経済厚生が達

成され得ること，(ii) 私企業の数が増加するという意味で「競争激化」を定義した場合，

最大経済厚生を達成する部分民営化の程度は，競争激化により「完全民営化」に近づ

くこと，そして (iii) 競争形態が数量競争から価格競争に近づくという意味で競争激化

を定義した場合，最大経済厚生を達成する部分民営化の程度は，競争激化により「完

全公営化」に近づくことである。(ii)と (iii)の差異が示すように，MOの貢献は，市場
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構造を変化させずに競争の激化を考えた場合，経済厚生上は民営化よりも公営化の方

が望ましいことを示している点にある。

他方，本章では (i) 部分民営化が行われているとき，最大経済厚生が達成され得るこ

と，(ii) 私企業の数が増加するという意味で競争激化を定義した場合，最大経済厚生を

達成する部分民営化の程度は「完全民営化」に近づくこと，そして (iii) 競争形態が数

量競争から価格競争に近づくという意味で競争激化を定義した場合，最大経済厚生を

達成する部分民営化の程度は競争激化により「完全公営化」に近づくことが示された。

MOの研究は競争激化の定義を見直す必要性を合理的に説くことに成功しており，本

章における線形供給関数アプローチにおいても，公営化が支持され得ることが分かっ

た。今後はより精緻な分析が要求されるが，特に以下の二点を課題として挙げておき

たい。一つは，本章のように私企業の数が増えるという寡占モデルの他に，公企業の

数が増えるという寡占モデルも考察することである。そしてもう一つの大きな課題は，

より現実的には企業自身がフルコスト原理などを通じて競争態度を変えることが考え

られるため，第 3章と同じく，tを内生化することである。
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第5章 結論

本論文の分析成果を振り返り，今後の課題を述べつつ，本論文を結ぶことにしよう。

まず第 2章は，混合寡占市場と呼ばれるタイプの特殊な市場が経済厚生上どのよう

な意味を持っているのかを調べた。本章では，私企業同士の競争市場と公企業同士の

競争市場の中間的な概念である混合市場がどのような意味を持つのかを，経済厚生の

大きさというフィルターをもって確認した。本章では，二財供給公企業のモデルを扱っ

た先行研究を応用し，混合複占市場形態の存在が，モデルとして考えられる分離形態・

民営化形態・契約形態の中で社会的に最も望ましくなる場合があるのか，また，どのよ

うな場合に望ましくなるのかを，製品差別化の程度と公企業と私企業の限界費用の差

を軸にした図でのプロットにより確認した。分析の結果，大半のケースにおいて，限

界費用の差が小さい場合は公企業独占が経済厚生上最も高く評価され，差が大きい場

合は，財が補完的ならば私企業独占が，財が代替的ならば私企業同士の競争が評価さ

れることが分かった。しかし，混合市場が最も高い評価を受けるのはごく限られた領

域内のみであり，各企業が自由に契約形態を選べる場合の他は，ほとんど評価を受け

ないことが分かった。民営化のモデル分析では混合寡占市場が舞台とされる場合が少

なからずあるが，本章の分析により，民営化をモデル化する際に混合寡占市場を仮定

することは，「狭い舞台」での議論を行っている可能性があることに注意を払うべきこ

とが示唆された。

自由経済の潮流の中で市場競争は激化していると考えられるが，混合寡占市場のよ

うな場面において，規制当局の望むようなパフォーマンスが実現されているとは言い

難い。「競争の激化」というのを数量競争から価格競争への競争形態の変化と考えたと

き，通常であればパフォーマンスが高まるはずであるが，その中間ではどのような変化

が生じているのか。つまり，市場成果を精査するには，企業が価格と数量のスケジュー

ルを選んでいるような中間的な状況をも考えねばならない。そのためには，数量競争
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と価格競争の均衡を両端として表現できるような「競争のパラメータ化」が必要にな

る。その手法の一つが，線形供給関数アプローチである。

そこで第 3章では，Menezes and Quiggin (2012)やDelbono and Lambertini (2015)

で開拓された線形供給関数アプローチを用いて，混合複占市場における均衡価格や私

企業の均衡利潤にどのような影響が生じているのかを分析した。主要な結果として，公

企業が完全に公営化されているときと完全に民営化されているときの中間（半官半民

の状況）に，「数量競争よりも価格競争の方が高いパフォーマンスをもたらす」状況か

ら「価格競争よりも数量競争の方が高いパフォーマンスをもたらす」状況に変化する

瞬間があることが確認された。このような均衡の非単調性が生じるのは，企業が線形

供給関数競争を行うとき，競争激化に応じて価格が低下する通常の効果に加えて，線

形供給関数の切片の変化に伴う歪曲効果が存在するからである。すなわち，私企業の

競争相手（公企業）が民営化を進める場合は，市場は通常の複占競争に近づくため，両

企業とも高価格を設定し競争は緩やかになる一方で，公営化が進められる場合は公企

業は消費者余剰を高めるべく低価格を設定するので，競争は熾烈になると考えられる。

よって，公営化の程度が大きいとき，歪曲効果が大きくなるのである。本章のモデル

では，実際にそのようなとき，均衡の逆転現象が発生すること，すなわち競争激化の

過程において均衡価格に非単調性が現れることが示された。本章では，費用関数が線

形の場合は均衡価格にのみ非単調性が現れ，二次形式の場合は均衡価格に加え私企業

の均衡利潤に対しても非単調性が現れることが明らかになった。

第 4章は第 3章の混合複占市場分析を拡張し，部分民営化を考慮した混合寡占市場を

考えた。部分民営化を考慮した混合寡占市場において，完全民営化を λ = 0，完全公営

化を λ = 1と表現すると，従来の研究では，私企業の数が増えるという意味での競争

の激化は社会的最適民営化パラメータ λ̄を 0に近づけることが知られているが，企業

数の増加は市場構造を大きく変えてしまうため，競争激化の分析が正しく行えないと

の指摘がなされてきた。一方，Matsumura and Okamura (2015)は，競争激化を「価格

競争への変化」と定義し，戦略変数のパラメータ化の一つである相対利潤アプローチ

を用いて分析した場合，λ̄は 1に近づくことを示した。本章では，戦略変数のパラメー

タ化の一つであるがあまり応用研究の進んでいない線形供給関数アプローチと呼ばれ

る手法を用いて，彼らの分析を再現した。分析の結果，λ̄は 1に近づくことが確かに示

され，彼らの分析に頑健性を与えた。また，このアプローチを用いて従来の検証方法
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を再現した結果，私企業の数を増加させるという手法においては λ̄は 0に近づくこと

が分かった。民営化は世界的な潮流であるが，近年の研究および本章における研究を

通じて，その遂行には慎重を要する必要性があることが説かれた。

本論文の分析の中核をなすのは第 2章から第 4章までであるが，第 2章は混合複占市

場そのものの経済厚生評価を行っているのに対し，第 3章は第 2章の混合複占市場にお

ける公企業が次第に民営化されていく過程をモデル化するという拡張研究になってい

る。さらに第 4章は，第 3章の複占市場を寡占市場に拡張した研究となっている。その

延長線上にある拡張研究としては，第 4章では行っていない公企業数の一般化が考え

られるが，代数処理上の限界もあり，本論文では扱っていない。そのような拡張研究は

今後の追加的な課題としておきたい。加えて，本論文で採用している混合寡占市場の

定義は，公企業の目的は経済厚生最大化であり，私企業の目的は利潤最大化であると

いう，混合寡占理論の原典的研究と同じ仮定を採用しているが，第 2章の結語でも触れ

たように，より最近の研究では，極めて私企業に近い存在である営利目的の公企業や，

反対に，CSR（企業の社会的責任）のような経済厚生に類似した概念を経営目的とす

る私企業のモデル化も注目されるようになっている。よって，企業の目的関数を見直し

て，本論文の研究を再度検証することもまた，今後の大きな課題となるだろう。また，

本論文では一貫して線形需要関数や完備情報の仮定など比較的限定された環境の下で

の分析を行っているが，それらをより一般的な環境に置き換えて分析することが必要

となるだろう。
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